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一  般  会  計 

 

 



 



議案第  号 

  令和 年度鳥取県一般会計補正予算（第 号） 

 

 令和６年度鳥取県の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３７，０１４，４６９千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４１１，５７７，２０３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表継続費補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第３条 繰越明許費の追加は、「第３表繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第４条 債務負担行為の追加及び変更は、「第４表債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第５条 地方債の追加及び変更は、「第５表地方債補正」による。 

  令和６年１２月１３日提出 

 

鳥取県知事  平  井  伸  治 

５ ６ 

２３ 
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　 第１表　歳入歳出予算補正

　 歳　　　入

補正前の額 補　正　額 計

千円  千円  千円  

５ 地 方 交 付 税 144,480,361 6,600,000 151,080,361 

１ 地 方 交 付 税 144,480,361 6,600,000 151,080,361 

７ 分担金及び負担金 632,326 342,995 975,321 

１ 分 担 金 66,217 72,620 138,837 

２ 負 担 金 566,109 270,375 836,484 

９ 国 庫 支 出 金 56,486,693 18,885,036 75,371,729 

２ 国 庫 補 助 金 38,394,744 18,885,036 57,279,780 

14 諸 収 入 6,929,787 128,438 7,058,225 

５ 受 託 事 業 収 入 1,549,146 2,700 1,551,846 

７ 雑 入 2,708,981 125,738 2,834,719 

15 県 債 30,702,000 11,058,000 41,760,000 

１ 県 債 30,702,000 11,058,000 41,760,000 

374,562,734 37,014,469 411,577,203 

款 項

歳　　入　　合　　計
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　 歳　　　出

補正前の額 補　正　額 計

千円  千円  千円  

２ 総 務 費 40,418,083 2,641,700 43,059,783 

１ 総 務 管 理 費 16,910,872 2,607,700 19,518,572 

２ 企 画 費 16,316,583 34,000 16,350,583 

３ 民 生 費 53,619,640 1,551,998 55,171,638 

１ 社 会 福 祉 費 39,668,054 1,211,519 40,879,573 

２ 児 童 福 祉 費 13,482,599 340,479 13,823,078 

４ 衛 生 費 15,887,296 813,430 16,700,726 

２ 環 境 衛 生 費 3,134,435 490,372 3,624,807 

４ 医 薬 費 8,147,857 323,058 8,470,915 

６ 農 林 水 産 業 費 25,321,160 7,353,328 32,674,488 

１ 農 業 費 5,979,484 429,353 6,408,837 

２ 畜 産 業 費 2,364,150 2,965,434 5,329,584 

３ 農 地 費 7,085,023 1,609,664 8,694,687 

４ 林 業 費 7,304,912 1,805,597 9,110,509 

５ 水 産 業 費 2,587,591 543,280 3,130,871 

７ 商 工 費 16,386,428 4,883,055 21,269,483 

１ 商 業 費 5,597,858 1,333,055 6,930,913 

２ 工 鉱 業 費 8,297,578 3,550,000 11,847,578 

８ 土 木 費 49,563,188 18,726,855 68,290,043 

２ 道路橋りょう費 25,937,293 10,984,147 36,921,440 

款 項
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補正前の額 補　正　額 計

千円  千円  千円  

３ 河 川 海 岸 費 11,682,451 6,761,008 18,443,459 

４ 港 湾 費 5,197,215 492,700 5,689,915 

５ 都 市 計 画 費 2,385,083 489,000 2,874,083 

10 教 育 費 65,230,442 1,044,103 66,274,545 

１ 教 育 総 務 費 9,083,781 749,039 9,832,820 

５ 特別支援学校費 6,589,209 291,564 6,880,773 

７ 保 健 体 育 費 860,421 3,500 863,921 

374,562,734 37,014,469 411,577,203 

款 項

歳　　出　　合　　計
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　 第２表　継続費補正

　 変　　　更

総　額 年度 年 割 額 総　額 年度 年 割 額

千円 千円 千円 千円

19,198,672 28 2,840,000 19,198,672 2,840,000

29 5,064,500 29 5,064,500

30 2,892,051 30 2,892,051

元 1,930,800 元 1,930,800

２ 2,298,377 ２ 2,298,377

３ 1,872,000 ３ 1,872,000

４ 611,693 ４ 611,693

５ 240,000 ５ 240,000

６ 600,000 ６ 322,500

７ 849,251 ７ 1,036,751

８ 90,000

28

款 項 事　業　名

補　　正　　前 補　　正　　後

６
農林水
産業費

５ 水産業費
特定漁港漁場
整 備 事 業 費
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　 第３表　繰越明許費補正

　 追　　　加

金　　　額

千円　

３ 民 生 費 １ 社 会 福 祉 費 594,645 

鳥 取 県 社 会 福 祉 施 設 等
施 設 整 備 事 業 費

141,774 

鳥取県障がい福祉分野における
ロボット・ＩＣＴ導入支援事業費

15,000 

４ 衛 生 費 ２ 環 境 衛 生 費
国立公園満喫プロジェクト等
推 進 事 業 費 （ 国 補 正 ）

270,000 

自 然 公 園 等 魅 力 向 上 事 業 費
（ 国 補 正 ）

25,206 

６ 農 林 水 産 業 費 １ 農 業 費
原油高対応省エネ農業機械・
施 設 等 導 入 支 援 事 業 費

55,000 

農 業 収 入 保 険 負 担 軽 減
緊 急 支 援 事 業 費

13,360 

担 い 手 確 保 ・ 経 営 強 化
支 援 事 業 費

102,000 

産 地 生 産 基 盤
パ ワ ー ア ッ プ 事 業 費

97,106 

鳥取型低コストハウスによる
施 設 園 芸 等 推 進 事 業 費

147,897 

ハウス強靭化による施設園芸
加 速 化 対 策 事 業 費

8,990 

肥 料 価 格 高 騰 対 策 事 業 費 5,000 

２ 畜 産 業 費
県 産 乳 製 品 加 工 施 設
生 産 強 化 支 援 事 業 費

2,824,834 

鳥 取 和 子 牛 市 場 向 上
緊 急 対 策 事 業 費

48,026 

３ 農 地 費
国 土 調 査 事 業 費
（ 国 補 正 ）

115,785 

農 業 集 落 排 水 事 業 費
（ 国 補 正 ）

29,128 

経 営 体 育 成 基 盤 整 備 事 業 費
（ 国 補 正 ）

376,000 

農 地 集 積 加 速 化
農 地 整 備 事 業 費
（ 国 補 正 ）

67,200 

県 営 畑 地 帯 総 合 整 備 事 業 費
（ 国 補 正 ）

220,000 

款 項 事　　業　　名

介 護 サ ー ビ ス 事 業 者 の
生産性向上や協働化等を通じた
職 場 環 境 改 善 事 業 費

―6―



金　　　額

千円　

33,066 

県 営 農 地 防 災 事 業 調 査 費
（ 国 補 正 ）

35,000 

県 営 地 域 た め 池
総 合 整 備 事 業 費 （ 国 補 正 ）

425,700 

県 営 農 業 用 河 川 工 作 物
応 急 対 策 事 業 費 （ 国 補 正 ）

100,000 

県 営 た ん 水 防 除 事 業 費
（ 国 補 正 ）

30,000 

補 助 事 務 費
（農地防災事業費（国補正））

27,785 

４ 林 業 費
省 エ ネ 林 業 機 械 等
導 入 支 援 事 業 費

47,750 

特 用 林 産 生 産 資 材
価 格 高 騰 支 援 事 業 費

5,100 

木 材 産 業 国 際 競 争 力 強 化
対 策 事 業 費

414,352 

特 定 母 樹 等 早 期 供 給 体 制
構 築 事 業 費

5,259 

造 林 事 業 費 （ 国 補 正 ） 673,335 

花 粉 発 生 源 対 策 促 進 事 業 費
（ 国 補 正 ）

252,651 

森 林 環 境 保 全 整 備
林 道 事 業 費 （ 国 補 正 ）

29,800 

道 整 備 交 付 金 林 道 整 備
事 業 費 （ 国 補 正 ）

13,000 

治 山 事 業 費
（ 県 土 （ 国 補 正 ） ）

347,000 

補 助 事 務 費
（ 治 山 費 （ 国 補 正 ） ）

17,350 

５ 水 産 業 費
補 助 事 務 費
（ 特 定 漁 港 漁 場 整 備 事 業 ）

6,825 

水産物供給基盤機能保全事業費
（ 国 補 正 ）

200,000 

海 岸 メ ン テ ナ ン ス 事 業 費
（ 漁 港 海 岸 （ 国 補 正 ） ）

150,000 

漁 港 機 能 増 進 事 業 費
（ 国 補 正 ）

24,000 

補 助 事 務 費
（ 漁 港 建 設 費 （ 国 補 正 ） ）

18,700 

７ 商 工 費 １ 商 業 費
賃 上 げ ・ 価 格 適 正 化
総 合 対 策 事 業 費

1,306,000 

運 輸 燃 料 ・ 資 材 高 騰 に 伴 う
物流の輸送能力安定化事業費

13,500 

補 助 事 務 費
（農林土地改良（国補正））

款 項 事　　業　　名
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金　　　額

千円　

3,555 

２ 工 鉱 業 費
特 別 高 圧 電 力 料 金
高 騰 対 策 支 援 事 業 費

150,000 

８ 土 木 費 ２ 道 路 橋 り ょ う 費
道 路 メ ン テ ナ ン ス 事 業 費
（ 国 補 正 ）

1,425,900 

無 電 柱 化 推 進 事 業 費
（ 国 補 正 ）

36,000 

土 砂 災 害 対 策 道 路 事 業 費
（ 国 補 正 ）

57,000 

防 災 ・ 安 全 交 付 金 事 業 費
（ 補 修 （ 国 補 正 ） ）

1,269,000 

防 災 ・ 安 全 交 付 金 事 業 費
（ 災 害 防 除 （ 国 補 正 ） ）

997,000 

防 災 ・ 安 全 交 付 金 事 業 費
（ 雪 寒 （ 国 補 正 ） ）

122,000 

通 学 路 安 全 対 策 事 業 費
（ 国 補 正 ）

201,000 

防 災 ・ 安 全 交 付 金 事 業 費
（ 交 通 安 全 （ 国 補 正 ） ）

435,000 

補 助 事 務 費
（ 道 路 橋 り ょ う 維 持 費
（ 国 補 正 ） ）

210,400 

地 域 高 規 格 道 路 整 備 事 業 費
（ 国 補 正 ）

510,000 

ＩＣアクセス道路整備事業費
（ 国 補 正 ）

1,050,000 

社会資本整備総合交付金事業費
（ 広 域 連 携 （ 道 路 ）
（ 国 補 正 ） ）

100,000 

社会資本整備総合交付金事業費
（ 国 道 改 築 （ 国 補 正 ） ）

90,000 

社会資本整備総合交付金事業費
（ 県 道 改 良 （ 国 補 正 ） ）

140,000 

防 災 ・ 安 全 交 付 金 事 業 費
（ 国 道 改 築 （ 国 補 正 ） ）

380,000 

防 災 ・ 安 全 交 付 金 事 業 費
（ 県 道 改 良 （ 国 補 正 ） ）

1,605,000 

補 助 事 務 費
（ 道 路 橋 り ょ う 新 設 改 良 費
（ 国 補 正 ） ）

194,900 

３ 河 川 海 岸 費
樹 木 伐 採 ・ 河 道 掘 削 等
緊 急 対 策 事 業 費 （ 国 補 正 ）

350,000 

防 災 ・ 安 全 交 付 金 事 業 費
（ 河 川 改 修 （ 国 補 正 ） ）

1,000,000 

ダ ム メ ン テ ナ ン ス 事 業 費
（ 国 補 正 ）

257,000 

大 規 模 特 定 河 川 事 業 費
（ 国 補 正 ）

1,120,000 

款 項 事　　業　　名

為 替 相 場 急 変 緊 急 対 策
特 別 金 融 支 援 事 業 費
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金　　　額

千円　

136,500 

補 助 事 務 費
（ 河 川 改 良 費 （ 国 補 正 ） ）

124,712 

防 災 ・ 安 全 交 付 金 事 業 費
（通常砂防事業（国補正））

661,400 

防 災 ・ 安 全 交 付 金 事 業 費
（火山砂防事業（国補正））

170,000 

防 災 ・ 安 全 交 付 金 事 業 費
（ 急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業
（ 国 補 正 ） ）

859,900 

防 災 ・ 安 全 交 付 金 事 業 費
（ 砂 防 事 業 （ 砂 防 ・ 急 傾 斜
基 礎 調 査 ） （ 国 補 正 ） ）

12,300 

防 災 ・ 安 全 交 付 金 事 業 費
（ 土 砂 ・ 洪 水 氾 濫 対 策 事 業
（ 国 補 正 ） ）

284,000 

大 規 模 特 定 砂 防 等 事 業 費
（通常砂防事業（国補正））

199,000 

大 規 模 特 定 砂 防 等 事 業 費
（火山砂防事業（国補正））

140,000 

事 業 間 連 携 砂 防 等 事 業 費
（通常砂防事業（国補正））

750,300 

事 業 間 連 携 砂 防 等 事 業 費
（火山砂防事業（国補正））

20,000 

砂 防 メ ン テ ナ ン ス 事 業 費
（ 国 補 正 ）

97,000 

補 助 事 務 費
（ 砂 防 費 （ 国 補 正 ） ）

153,904 

防 災 ・ 安 全 交 付 金 事 業 費
（ 海 岸 （ 国 補 正 ） ）

72,000 

４ 港 湾 費
港 湾 事 業 費
（ 補 助 （ 国 補 正 ） ）

90,000 

社会資本整備総合交付金事業費
（ 港 湾 （ 国 補 正 ） ）

39,000 

海 岸 メ ン テ ナ ン ス 事 業 費
（ 港 湾 海 岸 （ 国 補 正 ） ）

60,000 

港 湾 メ ン テ ナ ン ス 事 業 費
（ 国 補 正 ）

45,000 

補 助 事 務 費
（ 港 湾 建 設 費 （ 国 補 正 ） ）

11,700 

直 轄 港 湾 事 業 費 負 担 金
（ 国 補 正 ）

247,000 

５ 都 市 計 画 費
都 市 計 画 事 業 費
（ 街 路 （ 国 補 正 ） ）

100,000 

防 災 ・ 安 全 交 付 金 事 業 費
（ 街 路 （ 国 補 正 ） ）

100,000 

補 助 事 務 費
（ 街 路 事 業 費 （ 国 補 正 ） ）

10,000 

河 川 メ ン テ ナ ン ス 事 業 費
（ 国 補 正 ）

款 項 事　　業　　名
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金　　　額

千円　

279,000 

10 教 育 費 １ 教 育 総 務 費 Ｉ Ｃ Ｔ 環 境 整 備 事 業 費 7,700 

鳥 取 県 義 務 教 育 諸 学 校
教育情報化推進基金造成事業費

665,339 

高等学校ＤＸ加速化推進事業費 76,000 

５ 特 別 支 援 学 校 費 特別支援学校環境整備事業費 291,564 

26,740,198 計

款 項 事　　業　　名

公 園 施 設 長 寿 命 化 事 業 費
（ 国 補 正 ）
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　 第４表　債務負担行為補正

　　　追　　　加

千円  

５６２,０００ 

経 営 体 育 成 基 盤 整 備 事 業 令和７年度 １００,０００ 

防 災 ・ 安 全 交 付 金
（ 災 害 防 除 ）

令和７年度 １３３,０００ 

防 災 ・ 安 全 交 付 金
（ 除 雪 機 械 ）

令和７年度 １８０,０００ 

老 朽 化 対 策 事 業
（ 舗 装 補 修 ・ 構 造 物 修 繕 ）

令和７年度 ５０,０００ 

防 災 ・ 安 全 交 付 金
（ 交 通 安 全 ）

令和７年度 １１５,０００ 

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金
（ 広 域 連 携 （ 道 路 ） ）

令和７年度 １００,０００ 

防 災 ・ 安 全 交 付 金
（ 国 道 改 築 ）

令和７年度 １１０,０００ 

防 災 ・ 安 全 交 付 金
（ 県 道 改 良 ）

令和７年度 ３５５,０００ 

河川安全・安心対策推進事業
（ 予 防 保 全 ）

令和７年度 １３０,０００ 

河 川 維 持 管 理 費 令和７年度 ５２,５００ 

ダ ム 管 理 費 令和７年度 ２２,３３６ 

サ ン ド リ サ イ ク ル 推 進 事 業 令和７年度 １６２,０００ 

堤 防 強 化 事 業 令和７年度 ２１,０００ 

防 災 ・ 安 全 交 付 金
（ 海 岸 ）

令和７年度 ２８,０００ 

樹 木 伐 採 ・ 河 道 掘 削 等
緊 急 対 策 事 業

令和７年度 ４０,０００ 

樋門等の電動化・遠隔化事業
（ 河 川 版 Ｄ Ｘ ）

令和７年度 ２８,５００ 

砂 防 維 持 修 繕 費 令和７年度 ３５,０００ 

限　　　度　　　額事　　　　　項 期　　　　間

鳥 取 空 港 滑 走 路 等 整 備 事 業 令和７年度
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限　　　度　　　額

千円  

小 規 模 砂 防 施 設 新 設 費 令和７年度 ７１,０００ 

単 県 急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 令和７年度 ９２,０００ 

砂 防 事 業 新 規 事 業 化 調 整 費 令和７年度 １０,０００ 

治山事業（県土（国補正）） 令和７年度 ８４,０００ 

漁 港 維 持 管 理 費 令和７年度 ４５,０００ 

港 湾 維 持 管 理 費 令和７年度 ２１６,２００ 

　

　

事　　　　　項 期　　　　間

―12―



　　　変　　　更

千円 千円

産業未来共創補
助

令和７年度か
ら令和９年度
まで

産業未来共創補
助

令和７年度か
ら令和９年度
まで

通学路安全対策
事業

令和７年度か
ら令和８年度
まで

490,000 通学路安全対策
事業

令和７年度か
ら令和８年度
まで

510,000

補助金総額
440,000千
円を限度と
して、令和
６年度に交
付決定した
額から令和
６年度に交
付した額を
差し引いた
額

補助金総額
540,000千
円を限度と
して、令和
６年度に交
付決定した
額から令和
６年度に交
付した額を
差し引いた
額

補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

事　　　項 期　　間 限 度 額 事　　　項 期　　間 限 度 額
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　 第５表　地方債補正

限 度 額 利率 限 度 額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

環 境 保 全 費 576,000 724,000

土 地 改 良 費 348,000 562,000

農地防災事業費 382,000 595,000

造 林 費 131,000 436,000

林 道 費 247,000 250,000

治 山 費 591,000 779,000

漁 港 建 設 費 268,000 524,000

道路橋りょう
維 持 費

3,063,000 4,792,000

道路橋りょう
新 設 改 良 費

3,740,000 5,436,000

河 川 総 務 費 1,711,000 1,886,000

河 川 改 良 費 1,813,000 3,178,000

砂 防 費 2,438,000 4,099,000

港 湾 建 設 費 691,000 848,000

街 路 事 業 費 343,000 416,000

公 園 費 109,000 248,000

直轄道路事業費 2,903,000 4,763,000

直轄河川事業費 278,000 496,000

直轄海岸保全
事 業 費

40,000 103,000

起債の目的

補 　　正 　　前 補　　　正　　　後

起債の 
方 法 
 償還の 

方 法 
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限 度 額 利率 限 度 額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

直轄砂防事業費 199,000 268,000

直轄港湾事業費 35,000 282,000

障がい者自立
支 援 事 業 費

0 35,000 証書借入れ
又は証券発
行の方法に
より財政融
資資金その
他より借入
れするもの
とする。た
だし、事業
又は県財政
の都合によ
り起債額の
全部又は一
部を翌年度
に繰り延べ
て起債する
ことができ
る。あああ

10％以内
（ た だ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては、当
該見直し
後 の 利
率）ああ

借入年度から
１ 年 す え 置
き、じ後29年
度間に償還す
る も の と す
る。ただし、
県財政その他
の都合により
すえ置き及び
償還年限を短
縮又は延長し
て起債し、あ
るいはすえ置
き又は償還期
間中であって
も償還年限を
短縮し、延長
し、又は繰上
償還を行い、
若しくは借換
えすることが
できるものと
する。あああ

特別支援学校費 0 244,000 同　上 同　上 同　上

　ただし、各目的ごとの起債の額の合計は、歳入予算で定める県債の額を超えないものとする。

起債の目的

補 　　正 　　前 補　　　正　　　後

起債の 
方 法 
 償還の 

方 法 
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そ   の   他 

 



 



議案第  号 

  鳥取県教育委員会委員の任命について 

 

次の者を鳥取県教育委員会委員に任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、本議会の同意を求め

る。 

  令和６年１２月１３日提出 

 

                      鳥取県知事  平  井  伸  治 

 

 

 

  川 口  孝 一 

 

 

 

 

（参考）任期：令和６年１２月２７日～令和１０年１２月２６日 

 

 

 

 

 

２４ 
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